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１．１５年３月期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
（１）連結経営成績           （注）記載金額については百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 

１５年３月期 １０９，６１４    （ △１．３ ） ４，６８４    （ △１４．８ ） ３，７９９    （ △１３．８ ）

１４年３月期 １１１，０７８    （ △４．０ ） ５，４９９    （ △３３．６ ） ４，４０６    （ △３４．７ ）

 

 当期純利益 
１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益  

株 主 資 本 

当 期 純 利 益 率  

総 資 本 

経 常 利 益 率 

売 上 高 

経 常 利 益 率 

 百万円      ％  円  銭  円  銭 ％ ％ ％ 

１５年３月期 １，４７８  （    -   ） １２  ２８ －  － ３．１ ２．３ ３．５ 

１４年３月期 １０  （ △９７．７ ） ０  ０９ －  － ０．０ ２．７ ４．０ 
(注)①持分法投資損益     １５年３月期  －百万円  １４年３月期  －百万円 
   ②期中平均株式数（連結）  １５年３月期 115,442,698 株  １４年３月期 114,393,196 株 
   ③会計処理の方法の変更    無 
   ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）連結財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１５年３月期 １６０，０８３ ４７，９１４ ２９．９ ４１４  ６６ 

１４年３月期 １６５，１８２ ４７，４９３ ２８．８ ４１５  ０８ 

(注)期末発行済株式数（連結） １５年３月期 115,405,982 株  １４年３月期 114,418,597 株 

 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
１５年３月期 １２，２５６ △ ８，２５５ △  ３，９６３ １，９３３ 

１４年３月期 ７，８９５ △ ５，３２６ △  ４，４３６ １，８９４ 

 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  ９社    持分法適用非連結子会社数  ０社    持分法適用関連会社数  ０社 

 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)  ０社  (除外)  ０社         持分法 (新規)  ０社  (除外)  ０社 

 

２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中間期 
通  期 

５５，０００ ２，０５０ １，０００ 

通 期 １１１，０００ ４，７００ ２，２５０ 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）  １９円 ５０銭 
 

(注)上記の予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいたものであります。実際の業績は、今後様々な要因によ

って異なる場合があります。 
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 １．企業集団の状況  

 

当社の企業集団は、当社及び子会社22 社、及び関連会社2 社により構成されており、紙パルプ製品の製造販売

を主たる業務としており、さらに、その原材料等の供給、製品の断裁加工・包装選別、並びに製品の物流及びその

他のサービス等の事業活動を展開しております｡ 

 
事業の系統図は次のとおりであります。 

 
 
 
 

 
 

【 そ の 他 の 事 業 】

[テニスクラブ]

［紙断裁選別包装］

［運送］

［ビル賃貸］

［設備設計施工･修理］

［産業廃棄物処理］

[保険]

［原材料］

【紙・パルプ及び紙製品製造】

中越パルプ工業㈱

（連結子会社）
　 中越パッケージ㈱

　 ㈱文運堂

 　九州板紙㈱

 　三善製紙㈱

（非連結子会社）

  鹿児島興産㈱

  中央紙工㈱

(連結子会社)
 鹿児島化成㈱

(非連結子会社)

 中越緑化㈱

 中越緑産㈱
 ㈲南薩緑化センター

 高岡化成㈱

 共同エステート㈱

 九州紙管㈱

(関連会社)

 New Zealand Plantation

            Forest Co., Ltd

(関連会社)

 エヌシー共同開発㈱

(連結子会社)
 北陸紙工㈱

(非連結子会社)

  鹿児島興産㈱
  石川紙工㈱

(非連結子会社)
共友商事㈱

(非連結子会社)

㈱高岡ロイヤルテニスクラブ

(非連結子会社)

 鹿児島機工㈱

 北陸エンジニアリング㈱

［製品・商品］

(連結子会社)
 中越ビル㈱

(連結子会社)
 北陸流通㈱

 九州流通㈱
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 ２．経 営 方 針  
（１）経営の基本方針 

当社グループは、常に市場ニーズに密着し、創造的で信頼性の高い技術をもって、人と環境にやさし

い「紙」の開発と安定した製品の供給により、経済･社会・文化の発展に寄与することを社会的使命と認識

し「紙」の文化の創造に果敢に挑戦しております。 

そして、「株主重視」「顧客重視」に心がけ、当社グループの総合力に対する信頼性と収益性の確保･向

上を目指し、株主・顧客・社員・企業の共存共栄をはかるとともに、社会に対する貢献を重点に企業活動を

行なってまいります。 

また、グローバル化に対応し、迅速な情報開示に努め、透明な経営姿勢を保ち、加えて効率的な連結

経営を行なうことで、国際競争力の強化を図り、当社グループの存在価値を高めてまいります。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

従来より、株主に対する利益還元を経営の重要政策と位置付け、業績の状況や内部留保の充実を考

慮しながら、安定配当の実施を基本方針としております。 

内部留保資金の使途としましては、財務体質の強化を図りながら、将来の企業競争力を高める設備投

資など企業基盤を一層強化するべく有効に活用してまいる考えでおります。 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方および方針等 

株式投資単位の引下げにつきましては、現在の株価の水準からみて緊急を要するものではないと思わ

れますので、当面引下げは考えておりませんが、今後の株価の推移や市場の要請を勘案しながら、中長

期的課題として検討してまいります。 

 

（４）中長期的経営政策 

当社グループは、国際競争力の強化を図るべく、収益基盤の改善に向けて策定したリストラ計画を平成

１４年３月末に完遂いたしましたが、紙パルプ業界を取り巻く環境はさらに厳しさを増しております。今後と

も以下の課題達成に向けてグループ一丸となった取り組みを継続し、新世紀に生き残る企業グループとし

ての基盤作りを進めてまいります。 

・更なる省力化による人員削減 

・製品構造の改善 

・財務体質の改善 

また一方では「環境にやさしい企業活動」を行動指針に掲げ、中越パルプ工業の全工場をはじめとして、

当社グループの５事業所で取得完了したＩＳＯ１４００１を中心とする環境マネージメントシステムの運用の

維持・向上にも努めていく所存であります。 
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（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させることが、グループ経営の的確かつ迅速な意思決

定の根幹であるとの認識から、以下の経営システムの運営によって、チェック機能の強化を図り、迅速かつ

透明性のある経営を目指しております。 

毎月開催される取締役会は１３名の取締役で構成され、商法で定められた事項及び経営に関する重要

事項について審議し、議決しております。必要に応じて随時開催される経営会議は会長、社長、専務取

締役の３名のメンバーからなり、経営の基本問題や重要事項について意見を交換しております。役付取締

役をメンバーとする常務会は、原則週１回開催され、取締役会の事前審議機関として、活発な討議の中か

ら経営全般に亘り迅速な意思決定を行なっております。さらに近年の激変する経営環境を踏まえ、コンプ

ライアンスの意識向上も含めて、リスク管理委員会が組織されており、上記経営システムと連携を図りなが

ら的確な対応に努めております。 

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役は３名、うち社外監査役は１名であります。監査役は取

締役会、常務会その他の重要な会議に出席し、取締役の職務執行を充分監査できる体制となっておりま

す。さらにグループ会社についても適宜調査を行ない、内容を把握しております。 

第三者の関与につきましては、会計監査人である監査法人から適宜、法令に基づく適正な会計監査が

行なわれ、また必要に応じて、顧問弁護士などの専門家から経営に関するアドバイスを受ける体制を採っ

ております。 
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 ３．経営成績及び財政状態  

（１）当期の概況 

当期におけるわが国経済は、依然デフレ傾向に歯止めがかからぬまま、景気の低迷が続きました。 

紙パルプ業界におきましても、こうした景気低迷に伴う内需不振および販売価格の下落を打開すべく、

昨年秋口に塗工紙、上級紙の値上げを表明し、一部実現いたしましたが、年末からは古紙の量的逼迫と

価格の高騰という事態に見舞われました。 

このような状況の中で、当社グループは、能町工場のコート紙を中心とした生産体制の再構築を図り、

製品価格の安定を最優先に据えながら、環境に配慮した製品づくりをはじめ、市場ニーズに対応した生

産･販売政策を推進してまいりました。 

その結果、当期の連結売上高は 1 千 96 億 1 千 4 百万円（前期比 14 億 6 千 3 百万円、1.3%減）、営業

利益は 46 億 8 千 4 百万円（前期比 8 億 1 千 4 百万円、14.8%減）、経常利益は37 億 9 千 9 百万円（前

期比6 億7 百万円、13.8%減）となりました。また、前期で退職給付会計の導入に伴う会計基準変更時差異

の費用処理を完了したため、固定資産の除却や貸倒引当の繰入を実施いたしましたが、当期純利益は

14 億 7 千 8 百万円（前期比14 億 6 千 7 百万円増）と大幅に改善しました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

紙･パルプ及び紙製品製造事業につきましては、売上高は 1 千 59 億 9 千 5 百万円（前期比 14 億 6 千

1 百万円、1.4%減）、営業利益は42 億 5 千 7 百万円（前期比 8 億 4 千 9 百万円、16.6%減）、その他の事

業につきましては、売上高は 125 億 4 千 4 百万円（前期比 1 億 9 百万円、0.9%増）、営業利益は 4 億 6

百万円（前期比 3 千 1 百万円、8.4%増）となりました。 

 

なお、単独業績につきましては、売上高は932億 8 千 5 百万円（前期比 12 億9 千7 百万円、1.4%減）、

営業利益は 38 億 6 千万円（前期比 8 億 9 千 1 百万円、18.8%減）、経常利益は30 億 9 千 9 百万円（前

期比 6 億 9 千 1 百万円、18.2%減）、当期純利益は 13 億 3 百万円（前期比 12 億 2 千 4 百万円増）となり

ました。 

 

（２）次期の見通し 

今後の日本経済は、イラクの戦後処理問題、ＳＡＲＳ問題から派生する影響が未知数のなか、依然金融

システムへの不安感を内包したままデフレ現象が蔓延し、国内景気の先行きは不透明度を増しておりま

す。 

紙パルプ業界におきましても、需要の先行きに大きな期待ができないことに加え、為替や原燃料価格な

どその動向には予断を許さぬ厳しい状況が続いております。 

このような厳しい環境下にあって、当社グループは、引き続き価格の維持を最優先に販売数量の確保に

努めるとともに、有利品種への転換、効率化によるコスト低減、省力化による人員削減、棚卸資産の圧縮

等々を図りながら、必要な投資を可能とするキャッシュ・フローの拡充を目指し、一層の経営基盤強化を図
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ってまいる所存であります。 

平成 16 年3 月期（平成15 年度）の業績見通しにつきましては、連結売上高1 千110 億円、連結経常利

益 47 億円、連結当期純利益 22 億 5 千万円を計画しております。 

また、単独業績の見通しにつきましては、売上高945 億円、経常利益40 億円、当期純利益20 億円を計

画しております。 

なお次期の配当につきましては、当期と同じく中間3 円、期末3 円の年間 6 円配当を予定しております。 

 

（３）キャッシュ・フローの状況 

・営業活動によるキャッシュ・フロー 

当期は販売価格の下落により営業利益が若干減少いたしましたが、製品および原材料等の棚卸資

産の圧縮に努めた結果、営業活動によるキャッシュ・フローは122 億 5 千 6 百万円となり、前期比 43 億

6 千 1 百万円増加いたしました。 

 

・投資活動によるキャッシュ・フロー 

設備投資による支払が増加したことに伴い、投資活動による支出は82 億5 千5 百万円となり、前期比

29 億 2 千 9 百万円の増加となりました。 

 

・財務活動によるキャッシュ・フロー 

当社グループは有利子負債の圧縮を強力に推し進めており、当期も社債償還を含めて 32 億 5 千 7

百万円の借入金を減少させております。ただし前期に比して減少幅が小さくなったため、財務活動によ

る支出は 39 億 6 千 3 百万円となり、前期比では4 億 7 千 3 百万円減少いたしました。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末比 3 千 9 百万円増加して 19 億 3 千 3

百万円となりました。 
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（４）キャッシュ・フローの指標 

 平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１５年３月期 

自己資本比率（％） ２７．８ ２８．９ ２８．８ ２９．９ 

時価ベースの自己資本比率（％） １３．５ １７．４ １４．１ １４．５ 

債務償還年数（年） ７．８ ６．２ １０．０ ６．２ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ６．４ ８．５ ５．８ １０．５ 

（注） 自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

 債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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 ４．連結財務諸表等  

（１）連結貸借対照表 
（単位：百万円） 

当連結会計年度 

(H15.3.31 現在) 

前連結会計年度 

(H14.3.31 現在) 
差  異 

年 度 別 

 

  科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

資  産  の  部  (％)  (％)  

Ⅰ．流  動  資  産 ４８，７４５ ３０．５ ５０，９９２ ３０．９ △２，２４６ 

現 金 及 び 預 金 ２，０４５  ２，０３０  １４ 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ３３，１１５  ３３，６7９  △５６４ 

有 価 証 券 ３７  ６５  △２８ 

た な 卸 資 産 １２，２０４  １３，７４１  △１，５３６ 

繰 延 税 金 資 産 ４３９  ３７２  ６７ 

そ の 他 １，０１７  １，１４１  △１２３ 

貸 倒 引 当 金 △  １１４  △   ３８  △７５ 

      

Ⅱ．固  定  資  産 １１１，３３７ ６９．５ １１４，１９０ ６９．１ △２，８５２ 

１．有形固定資産  ９９，０７７ ６１．９ １０１，８００ ６１．６ △２，７２２ 

建 物 及 び 構 築 物 ２３，５５８  ２４，０４１  △４８３ 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ６６，３４８  ６７，６１０  △１，２６１ 

土 地 ８，２０９  ８，０６９  １３９ 

建 設 仮 勘 定 ４３０  １，５１９  △１，０８８ 

そ の 他 ５３０  ５６０  △２９ 

      

２．無形固定資産 ２２３ ０．１ ２９４ ０．２ △７０ 

      

３．投資その他の資産 １２，０３５ ７．５ １２，０９５ ７．３ △５９ 

投 資 有 価 証 券 ６，０２４  ６，０４９  △２５ 

長 期 貸 付 金 １０３  １３３  △３０ 

繰 延 税 金 資 産 ３，８６９  ３，９０８  △３８ 

そ の 他 ２，３８９  ２，１０９  ２８０ 

貸 倒 引 当 金 △  ３５０  △  １０４  △２４５ 

資   産   合   計 １６０，０８３ １００．０ １６５，１８２ １００．０ △５，０９９ 

      

負  債  の  部      

Ⅰ．流  動  負  債 ７８，３２４ ４９．０ ７８，５９６ ４７．５ △２７１ 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 １７，３１３  １６，８６７  ４４６ 

短 期 借 入 金 ５２，９６１  ４９，９０６  ３，０５５ 

転 換 社 債 ( 一 年 以 内 償 還 ) －  １，８４１  △１，８４１ 

未 払 法 人 税 等 ７７７  １，０４３  △２６５ 

賞 与 引 当 金 ９５４  ９７６  △２１ 

そ の 他 ６，３１６  ７，９６１  △１，６４４ 

Ⅱ．固  定  負  債 ３２，４９０ ２０．３ ３７，６５７ ２２．８ △５，１６７ 

長 期 借 入 金 ２２，９７１  ２７，４４２  △４，４７１ 

退 職 給 付 引 当 金 ８，７７８  ９，２６９  △４９１ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ６０１  ８０８  △２０７ 

そ の 他 １３８  １３６  ２ 

負   債   合   計 １１０，８１５ ６９．３ １１６，２５３ ７０．３ △５，４３８ 

      

少  数  株  主  持  分 １，３５３ ０．８ １，４３６ ０．９ △８２ 

 



《中越パルプ工業㈱連結》 

－8－ 

 
 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 

(H15.3.31 現在) 

前連結会計年度 

(H14.3.31 現在) 
差  異 

年 度 別 

 

  科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

  (％)  (％)  

資 本 の 部      

Ⅰ．資本金 －  １７，２５９ １０．４ △１７，２５９ 

Ⅱ．資本準備金 －  １４，３７０ ８．７ △１４，３７０ 

Ⅲ．連結剰余金 －  １５，８６８ ９．６ △１５，８６８ 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 －  ２８３ ０．２ △２８３ 

Ⅴ．自己株式 －  △    ０ △０．０ ０ 

Ⅵ．子会社の所有する親会社株式 －  △  ２８８ △０．１ ２８８ 

      

Ⅰ．資本金 １７，２５９ １０．７ －  １７，２５９ 

Ⅱ．資本剰余金 １４，３７０ ９．０ －  １４，３７０ 

Ⅲ．利益剰余金 １６，６０２ １０．４ －  １６，６０２ 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 △  １５２ △０．１ －  △  １５２ 

Ⅴ．自己株式 △  １６５ △０．１ －  △  １６５ 

資   本   合   計 ４７，９１４ ２９．９ ４７，４９３ ２８．８ ４２１ 

負 債 ・ 少 数 株 主 持 分 

及 び 資 本 合 計 
１６０，０８３ １００．０ １６５，１８２ １００．０ △５，０９９ 
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（２）連結損益計算書 
（単位：百万円） 

当連結会計年度 

(H14.4.1～H15.3.31) 

前連結会計年度 

(H13.4.1～H14.3.31) 
差  異 年 度 別 

 

科  目 金   額 
構成比 

(％) 
金   額 

構成比 

(％) 
金   額 

       

Ⅰ 売 上 高 １０９，６１４ １００．０ １１１，０７８ １００．０ △１，４６３ 

       

Ⅱ 売 上 原 価 ８３，８６５ ７６．５ ８２，８２４ ７４．５ １，０４０ 

       

 売 上 総 利 益 ２５，７４８ ２３．５ ２８，２５３ ２５．５ △２，５０４ 

       

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２１，０６４ １９．２ ２２，７５４ ２０．５ △１，６９０ 

       

 営 業 利 益 ４，６８４ ４．３ ５，４９９ ５．０ △８１４ 

       

Ⅳ 営  業  外  収  益 ３８６ ０．４ ４３２ ０．４ △４６ 

 受 取 利 息 １３  １２  ０ 

 受 取 配 当 金 １２２  １１３  ８ 

 雑 収 入 ２５０  ３０５  △５５ 

       

Ⅴ 営  業  外  費  用 １，２７１ １．２ １，５２４ １．４ △２５３ 

 支 払 利 息 １，１４５  １，３３０  △１８５ 

 雑 損 失 １２６  １９４  △６８ 

       

 経 常 利 益 ３，７９９ ３．５ ４，４０６ ４．０ △６０７ 

       

Ⅵ 特   別   利   益 ６ ０．０ ３ ０．０ ２ 

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ６  －  ６ 

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 －  ３  △３ 

       

Ⅶ 特   別   損   失 ６９１ ０．６ ４，２３４ ３．８ △３，５４２ 

 退職給付会計基準変更時差異費用処理額 －  ３，４８８  △３，４８８ 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 ７９  ３１６  △２３６ 

 固 定 資 産 除 却 損 ３５６  ３３９  １６ 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ２４５  １３  ２３２ 

 そ の 他 １０  ７６  △６５ 

       

 税金等調整前当期純利益 ３，１１３ ２．９ １７６ ０．２ ２，９３７ 

       

 法人税､住民税及び事業税 １，２８３ １．２ １，７７６ １．６ △４９３ 

 法 人 税 等 調 整 額 ２７４ ０．３ △１，５４４ △１．４ １，８１８ 

 少 数 株 主 損 益 （減算） ７７ ０．１ (加算) △６６ △０．０ １４４ 

       

 当 期 純 利 益 １，４７８ １．３ １０ ０．０ １，４６７ 
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（３）連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

年度別 

  科  目 

当連結会計年度 

(H14.4.1～H15.3.31) 

前連結会計年度 

(H13.4.1～H14.3.31) 

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 － １６，６１４ 

    

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高 － 7５６ 

 

配 当 金

役 員 賞 与

－ 

－ 

６８６ 

７０ 

    

Ⅲ 当 期 純 利 益 － １０ 

    

Ⅳ 連 結 剰 余 金 期 末 残 高 － １５，８６８ 

    

 （ 資 本 剰 余 金 の 部 ）   

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 １４，３７０ － 

 資 本 準 備 金 期 首 残 高 １４，３７０ － 

    

Ⅱ 資 本 剰 余 金 期 末 残 高 １４，３７０ － 

    

 （ 利 益 剰 余 金 の 部 ）   

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 １５，８６８ － 

 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 １５，８６８ － 

    

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 １，４８０ － 

 
当 期 純 利 益 １，４７８ － 

 
連結子会社の合併によ

る 利 益 剰 余 金 増 加 高
２ － 

    

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 ７４６ － 

 配 当 金 ６８６ － 

 役 員 賞 与 ６０ － 

    

Ⅳ 利 益 剰 余 金 期 末 残 高 １６，６０２ － 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

年 度 別 

 

科  目 

当連結会計年度 

(H14.4.1～H15.3.31) 

前連結会計年度 

(H13.4.1～H14.3.31) 
差  異 

      

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー      

 税金等調整前当期純利益  ３，１１３  １７６  ２，９３７ 

 減価償却費  ８，２００  ７，８５５  ３４４ 

 貸倒引当金の増減額(減少△)  ３２１  １２  ３０９ 

 退職給付引当金の増減額(減少△) △ ４９１  ２，８１５ △ ３，３０６ 

 役員退職慰労引当金の増減額( 減 少 △) △ ２０７  ６１ △ ２６８ 

 受取利息及び受取配当金 △ １３５ △ １２６ △ ８ 

 支払利息  １，１４５  １，３３０ △ １８５ 

 固定資産除却損  ３４５  ３６６ △ ２０ 

 投資有価証券評価損  ７９  ３１６ △ ２３６ 

 投資有価証券売却損  －  １ △ １ 

 売上債権の増減額（増加△）  ５６４  １，４８７ △ ９２３ 

 たな卸資産の増減額(増加△)  １，５３６ △ ６１８  ２，１５５ 

 その他資産の増減額(増加△)  ２１１ △ ４５３  ６６５ 

 仕入債務の増減額(減少△)  ６６６ △ １，８００  ２，４６６ 

 その他負債の増減額(減少△) △ ３１８  １５９ △ ４７８ 

 未払消費税等の増減額(減少△)  １６０ △ ３６６  ５２7 

 役員賞与の支払額 △ ６０ △ ７０  １０ 

 その他 △ ２９４ △ ３１ △ ２６３ 

 小         計  １４，８３７  １１，１１５  ３，７２２ 

 利息及び配当金の受取額  １３６  １２７  ９ 

 利息の支払額 △ １，１６８ △ １，３５３  １８４ 

 法人税等の支払額 △ １，５４８ △ １，９９４  ４４５ 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  １２，２５６  ７，８９５  ４，３６１ 

       

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー       

 有形固定資産の取得による支出 △ ７，４２９ △ ４，８３０ △ ２，５９９ 

 投資有価証券の取得による支出 △ ８４８ △ ５６１ △ ２８６ 

 投資有価証券の売却による収入  ８３  １１５ △ ３２ 

 貸付金の回収による収入  ３７  ４６ △ ８ 

 その他 △ 9７ △ ９５ △ ２ 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ ８，２５５ △ ５，３２６ △ ２，９２９ 

       

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー       

 短期借入金の純増減額(減少△)  ３，２３８  ３，５５２ △ ３１３ 

 長期借入れによる収入  ６，０２３  ２，７９７  ３，２２６ 

 長期借入金の返済による支出 △ １０，６８７ △ １０，１００ △ ５８６ 

 転換社債償還による支出 △ １，８４１  － △ １，８４１ 

 自己株式の増減(増加△) △ ６  ５ △ １１ 

 配当金の支払額 △ ６８３ △ ６８３  ０ 

 少数株主への配当金の支払額 △ ７ △ ７ △ ０ 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ ３，９６３ △ ４，４３６  ４７３ 

       

Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額( 減 少 △)  ３７ △ １，８６７  １，９０５ 

Ⅴ．現金及び現金同等物期首残高  １，８９４  ３，７６２ △ １，８６７ 

Ⅵ．連結子会社合併による現金及び現金同等物増加額  ２  －  ２ 

Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高  １，９３３  １，８９４  ３９ 
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連結財務諸表作成の基本となる事項 
１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数  ９社 
連結子会社の名称 ……… 中越パッケージ㈱，㈱文運堂，九州板紙㈱，三善製紙㈱，北陸流通㈱， 

九州流通㈱，鹿児島化成㈱，北陸紙工㈱，中越ビル㈱ 
 
（２）主要な非連結子会社の名称等 

北陸エンジニアリング㈱他１２社 
（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社１３社は､いずれも小規模会社であり､合計の総資産､売上高､当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は､いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで
あります｡ 

 
２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の非連結子会社数及び関連会社数 
該当事項はありません｡ 

（２）持分法を適用していない非連結子会社 13 社及び関連会社 2 社（エヌシー共同開発㈱，New Zealand 
Plantation Forest Co., Ltd.）は､それぞれ連結純損益（持分に見合う額）及び連結利益剰余金（持分に見合う
額）等に及ぼす影響が軽微であり､かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております｡ 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は､連結決算日と一致しております｡ 
 
４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
（イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法・売却原価は

主として移動平均法） 

時価のないもの………主として移動平均法による原価法 

（ロ）たな卸資産………主として移動平均法による原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 …… 減価償却は以下の方法を採用しております。 

本社 ………… 定率法 

川内工場・能町工場・二塚工場……定額法 
連結子会社………主として定率法 
（ただし、当社の本社及び連結子会社は平成 10 年 4 月 1 日以降に取得し
た建物(附属設備を除く)については定額法によっております。） 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物………7～50 年 
機械装置及び運搬具………4～15 年 

② 無形固定資産 …… 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づいております。 

（３）重要な引当金の計上基準 
① 貸 倒 引 当 金 …… 売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております｡ 

② 
 

賞 与 引 当 金 …… 従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理することとしております。 

④ 役員退職慰労引当金 …… 役員の退職に際して支給する退職慰労金に充てるため、主として内規に

基づき算定した期末要支給額を計上しております。 

 
（４）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。 
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（５）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については､通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 
（６）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、金利スワップ取引について、「金利スワップの特例処理」(金融商品に係る会計基準注解(注

14))を適用しております。 

②へッジ手段とヘッジ対象 

ａ.ヘッジ手段 ……… 為替予約 

ヘッジ対象 ……… 原材料輸入による外貨建予定取引 

b.ヘッジ手段 ……… 金利スワップ 

ヘッジ対象 ……… 借入金 

③へッジ方針 

為替予約は、原材料の輸入による為替変動リスクをヘッジするために使用しており、金利スワップは

借入金に係る将来の金利変動リスクをヘッジするために使用しております。 

なお、実需の範囲内で為替予約を、また、実際の借入元本の範囲内で金利スワップ取引を利用する

こととしており、投機的な取引は行わない方針であります。 

④へッジ有効性評価の方法 

為替予約について、ヘッジ手段とヘッジ対象の予定取引に関する重要な条件が同一であり、かつヘ

ッジ開始時及びその後も継続して、為替変動を完全に相殺するものと想定することができるため、事後

的な有効性の評価は実施しておりません。 

金利スワップについて、「金利スワップの特例処理」の適用要件を充足しておりますので、有効性の

判定を省略しております。 

（７）消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理方法については､税抜処理を採用しております｡ 

（８）自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以後に適

用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準によっております。これによる当連結会計年度

の損益に与える影響は軽微であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余

金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

（９）１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年４月１日以後開始する連結会計年度に係る連結

財務諸表から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針によっておりま

す。 

 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法については､全面時価評価法を採用しております｡ 
 
６．連結調整勘定の償却 

連結調整勘定は、金額が僅少なため発生年度に全額償却しております｡ 
 
７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は､連結会社の利益処分について､連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し
ております｡ 

 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は､手許現金､随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり､かつ､価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資からなっております｡ 
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注 記 事 項 

・連結貸借対照表関係 
 当連結会計年度 前連結会計年度 

１．有形固定資産の減価償却累計額 １６８，９７０ 百万円 １６３，２６１ 百万円 

     
２．非連結子会社及び関連会社株式 

投資有価証券 
 

３５０ 
 

百万円 
 

３５０ 
 

百万円 
     

３．保証債務 ６９２ 百万円 ７８１ 百万円 

   
４．受取手形割引高 
    〃   裏書譲渡高 

２１７ 
－ 

百万円 
 

３１３ 
１ 

百万円 
〃 

  (注) 上 記 金 額 に は 期 末 日 満 期 手
形（受取手形割引高１８３百万
円）が含まれております。 

 

５．期末日満期手形 ―――――― 

 

期末日満期手形の会計処理については、

満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。期末日満期手形の金額は次のとおり

であります。 

 

受取手形      １，１９５百万円 

支払手形      １，２５２  〃 

設備関係支払手形  １７０  〃 

(流動負債｢その他｣) 

 
・連結キャッシュ・フロー計算書関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

現金及び預金 ２，０４５ 百万円 ２，０３０ 百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △１１２ 〃 △１３６ 〃 

現金及び現金同等物 １，９３３ 〃 １，８９４ 〃 
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（セグメント情報） 
 
（１）事業の種類別セグメント情報 

・当連結会計年度                                                     （単位：百万円） 

 
紙 ・ パ ル プ 及 び 
紙 製 品 製 造 事 業 

その他の事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業利益      

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 １０５，８９９ ３，７１５ １０９，６１４ － １０９，６１４ 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 ９５ ８，８２９ ８，９２５ （８，９２５） － 

計 １０５，９９５ １２，５４４ １１８，５３９ （８，９２５） １０９，６１４ 

営 業 費 用 １０１，７３７ １２，１３８ １１３，８７６ （８，９４６） １０４，９３０ 

営 業 利 益 ４，２５７ ４０６ ４，６６３ ２０ ４，６８４ 

Ⅱ資産､減価償却費及び資本的支出      

資 産 １５５，７５８ ８，３５５ １６４，１１４ （４，０３１） １６０，０８３ 

減 価 償 却 費 ７，９８８ ２１２ ８，２００ － ８，２００ 

資 本 的 支 出 ５，５７８ ２８３ ５，８６２ － ５，８６２ 

 
・前連結会計年度                                                     （単位：百万円） 

 
紙 ・ パ ル プ 及 び 
紙 製 品 製 造 事 業 

その他の事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業利益      

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 １０７，３５９ ３，７１９ １１１，０７８ － １１１，０７８ 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 ９６ ８，７１６ ８，８１３ （８，８１３） － 

計 １０７，４５６ １２，４３５ １１９，８９１ （８，８１３） １１１，０７８ 

営 業 費 用 １０２，３４９ １２，０６０ １１４，４１０ （８，８３０） １０５，５７９ 

営 業 利 益 ５，１０６ ３７４ ５，４８１ １７ ５，４９９ 

Ⅱ資産､減価償却費及び資本的支出      

資 産 １６１，１４９ ８，３６３ １６９，５１３ （４，３３０） １６５，１８２ 

減 価 償 却 費 ７，６３３ ２２２ ７，８５５ － ７，８５５ 

資 本 的 支 出 ６，８９４ ２３３ ７，１２７ － ７，１２７ 

（注）１．事業区分は､製品の製造方法の類似性を考慮して区分しております｡ 
   ２．各区分の主な製品 
    （１）紙・パルプ及び紙製品製造事業 … … … 紙・パルプ・紙加工品他 
    （２）その他の事業 … … … ビル賃貸・運送・建設施工・工業薬品・紙断裁他 
   ３．減価償却費及び資本的支出には､長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております｡ 
 

（２）所在地別セグメント情報 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため､記載しておりません｡ 
 
（３）海外売上高 

海外売上高が連結売上高の１０％未満のため､記載を省略しております｡ 
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（リース取引関係） 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却  

累計額相当額 

期 末 残 高 

相 当 額 
   

取得価額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累計額相当額 

期末残高 

相 当 額 
 

 
機 械 装 置 及 び

運 搬 具
６，２０３ ５，９３８ ２６４   

機械装置及び 

運 搬 具 
６，３１５ ５，５９８ ７１７  

 そ の 他 ７１４ ４９４ ２１９   そ の 他 ８００ ４７２ ３２７  

 合 計 ６，９１７ ６，４３３ ４８４   合 計 ７，１１５ ６，０７０ １，０４４  

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

(注)  同  左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 

 

１ 年 内 

１ 年 超 

３１３ 

１７０ 

 

 

 

 

１ 年 内 

１ 年 超 

５９４ 

４５０ 

 

 

 合   計 ４８４   合   計 １，０４４  

(注)  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。 

(注)  同  左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

(1)支払リース料 

(2)減価償却費相当額 

５９９ 

５９９ 

(1)支払リース料 

(2)減価償却費相当額 

６２３ 

６２３ 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 
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（税効果関係）  
１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  (当連結会計年度)  (前連結会計年度) 

（流動資産）     

繰延税金資産     

賞与引当金損金算入限度超過額  ３１３百万円 ２４４百万円

貸倒引当金繰入限度超過額  ７９  － 

未払事業税  ６３  ８９ 

その他  ７６  ４３ 

繰延税金資産合計  ５３２  ３７７ 

     

繰延税金負債     

特別償却準備金  △８１  － 

債権債務の消去に伴う貸倒引当金の減額修正  △ ７  △５ 

その他  △ ３  － 

繰延税金負債合計  △９２  △５ 

     

繰延税金資産の純額  ４３９  ３７２ 

     
（固定資産）     

繰延税金資産     

退職給付引当金損金算入限度超過額  ３，１８５  ３，３５５ 

未実現固定資産（土地）売却益  ４２１  ４２１ 

投資有価証券評価損  ２４８  ２４６ 

役員退職慰労引当金  ２４０  ３２８ 

その他有価証券評価差額  １０４  － 

ゴルフ会員権評価損  ６１  ６２ 

その他  ８９  １０８ 

繰延税金資産小計  ４，３５１  ４，５２１ 

評価性引当額  △６７  － 

繰延税金資産合計  ４，２８３  ４，５２１ 

     

繰延税金負債     

特別償却準備金  △３４２  △３２４ 

その他有価証券評価差額  -  △２１１ 

固定資産圧縮積立金  △４３  △４５ 

その他  △２８  △３２ 

繰延税金負債合計  △４１４  △６１３ 

     

繰延税金資産の純額  ３，８６９  ３，９０８ 

     
２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

     

法定実効税率  ４１．０％  ４１．０％ 

（調  整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目  ３．５  ６５．７ 

更正決定に基づく納税等  －  ８．３ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △０．６  △２２．２ 

住民税均等割等  ０．８  １３．６ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  ２．３  － 

その他  ３．０  ２５．７ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  ５０．０  １３２．１ 

 

３．「地方税法等の一部を改正する法律(平成 15 年法律第 9 号)」が平成 15 年 3 月 31 日に公布されたことに伴い、

当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(但し、平成 16 年 4 月 1 日以降解消が見込まれるもの

に限る。)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の４１％から４０％に変更されました。その結果、繰延税金資

産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が７５百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整

額が７３百万円、その他有価証券評価差額金が２百万円、それぞれ増加しております。 
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（有価証券） 
 

１．その他有価証券で時価のあるもの                                          （単位：百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

 
取 得 原 価 

連 結 貸 借 対

照 表 計 上 額 
差 額 取 得 原 価 

連 結 貸 借 対

照 表 計 上 額 
差 額 

（１）株      式 660 1,076 415 1,760 2,510 749 

（２）債      券 252 253 0 71 73 1 

（３）そ  の  他 - - - - - - 

連 結 貸 借 対 照

表 計 上 額 が 

取 得 原 価 を 

超 え る も の 
小     計 913 1,330 416 1,832 2,583 751 

（１）株      式 2,795 2,118 △676 1,765 1,508 △256 

（２）債      券 9 9 - 201 193 △8 

（３）そ  の  他 - - - - - - 

連 結 貸 借 対 照

表 計 上 額 が 

取 得 原 価 を 

超 え な い も の 
小     計 2,805 2,128 △676 1,967 1,702 △264 

合     計 3,719 3,459 △260 3,799 4,285 486 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

                                                         （単位：百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

売  却  額 ８３ １１５ 

売 却 益 の 合 計 額 ６ ０ 

売 却 損 の 合 計 額 － １ 

 

３．その他有価証券で時価評価されていないものの内容及び連結貸借対照表計上額 

                                                         （単位：百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 

(店頭売買株式を除く) 
２，２５１ １，４７９ 

 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

                                                         （単位：百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

債       券 
１年以内 

１年超５年以内 

３６ 

２２５ 

１年以内 

１年超５年以内 

 ６５ 

２０８ 
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（退職給付関係） 
 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けております。

また、一部の連結子会社は、確定給付型制度のほか、確定拠出型制度（中小企業退職金共済制度）を併用しており

ます。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

  （単位：百万円） 

 (当連結会計年度) (前連結会計年度) 

①退職給付債務 △１０，５７７ △ １０，９６２ 

②年金資産 １，４８４ １，６９１ 

③未積立退職給付債務（①＋②） △９，０９３ △  ９，２７１ 

④未認識数理計算上の差異 ３１５ １ 

⑤退職給付引当金（③＋④） △８，７７８ △  ９，２６９ 

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

  （単位：百万円） 

 (当連結会計年度) (前連結会計年度) 

①勤務費用  (注 1.2) ５９２ ６２３ 

②利息費用 ２５８ ２９０ 

③期待運用収益 △８ △ １０ 

④会計基準変更時差異の費用処理額 － ３，４８８ 

⑤数理計算上の差異費用処理額 ０ ９ 

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） ８４３ ４，４０２ 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

２．一部の連結子会社の確定拠出型に係る退職給付費用は、「①勤務費用」に含めて計上しております。 

３．前連結会計年度につきましては、上記退職給付費用以外に、割増退職金２５百万円を支払っており、特別

損失に計上しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 (当連結会計年度) (前連結会計年度) 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同  左 

②割引率 ２．５％ ３．０％ 

③期待運用収益率 ０．５％ 同  左 

④数理計算上の差異の処理年数 発生時の従業員の平均残存

勤務期間による定額法により翌

連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

同  左 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 ――― ２年 
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 ５．生産、受注及び販売の状況  

 

（１）生産実績 

当連結会計年度 前連結会計年度 

事業の種類別セグメントの名称等 

数 量 前年同期比 数 量 前年同期比 

紙 908,233 ㌧ 101.6 % 893,546 ㌧ 97.3 % 

パ ル プ 825,163 ㌧ 101.4 % 813,866 ㌧ 98.4 % 
紙 ・ パ ル プ 及 び 

紙 製 品 製 造 事 業 

紙 加 工 品 他 7,713 百万円 101.1 % 7,626 百万円 88.9 % 

（注）１．パルプは未晒総生産量であり自家消費量を含んでおります。 

２．紙加工品等は品種が多様であり数量表示が困難であるため、各生産高に平均販売単価を乗じた金額

で表示しており、消費税等を含んでおりません。 

 

（２）受注状況 

見込生産を行っているため､該当事項はありません｡ 

 

（３）販売実績 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 
事業の種類別セグメントの名称等 

金  額 前年同期比 金  額 前年同期比 

紙 93,203 97.5 % 95,605 96.6 % 

パルプ 389 142.9 272 35.4 

紙加工品他 12,306 107.2 11,480 92.1 

紙・パルプ及び 

紙製品製造事業 

計 105,899 98.6 107,359 95.7 

そ の 他 の 事 業 3,715 99.9 3,719 104.5 

合 計 109,614 98.7 111,078 96.0 

（注）セグメント間の取引については相殺消去しており、消費税等を含んでおりません。 

 


